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平成24年12月７日 

各   位 
東 京 都 中 央 区 晴 海 一 丁 目 ８ 番 10号

株 式 会 社 カ ー ビ ュ ー

代 表 取 締 役 社 長  大 西  正 義

（コード番号：2155 東証マザーズ）

問 合 せ 先 ： 社 長 室 長  明 渡  久 実

電 話 番 号 ： （ 0 3 ） 5 8 5 9 － 6 1 9 0

 

主要株主である筆頭株主及び親会社の異動に関するお知らせ 

 

今般、平成24年12月17日付で、当社の主要株主である筆頭株主及び親会社に異動が生じることと

なりましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 
１．異動に至った経緯 

本日、当社の親会社であるソフトバンク株式会社の子会社であるヤフー株式会社が、ソフトバ

ンク株式会社の所有する当社株式のすべてを取得することを決定した旨が公表されました。本株

主の異動により、主要株主である筆頭株主及び親会社に異動が生じる予定であります。 

 

２．異動する株主の概要 

（１）主要株主である筆頭株主及び親会社でなくなる株主の概要 

（平成24年９月30日現在） 

(1) 名称 ソフトバンク株式会社 

(2) 所在地 東京都港区東新橋一丁目９番１号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 孫 正義 

(4) 事業内容 純粋持株会社 

(5) 資本金 221,020百万円 

(6) 設立年月日 昭和56年9月3日 

(7) 大株主及び持株比率 
孫 正義：20.79％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社：9.37％ 

(8) 上場会社と 

当該会社との間の関係 
当社親会社（直接所有 52.2％） 

 

（２）新たに主要株主である筆頭株主及び親会社になる株主の概要 

（平成24年９月30日現在） 

(1) 名称 ヤフー株式会社 

(2) 所在地 東京都港区赤坂九丁目７番１号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 宮坂 学 

(4) 事業内容 
インターネット上の広告事業、イーコマース事業、会員サービス事

業、その他事業 

(5) 資本金 8,022百万円 

(6) 設立年月日 平成８年１月31日 

(7) 大株主及び持株比率 
ソフトバンク株式会社：35.44％ 

ヤフーインク：34.74％ 

(8) 上場会社と 

当該会社との間の関係 
資本関係 

当社の親会社であるソフトバンク株式会社が当該株

式会社の議決権の42.2％を実質的に保有しており、

親会社であります。 
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人的関係 
当社の社外取締役１名が当該会社の社外取締役を兼

務しております。 

取引関係 
当社は、当該会社より検索連動型広告等の広告サー

ビスを受けております。 

 

３．当該株主の所有株式数（議決権の数）及び総株主の議決権の数に対する割合 

（１）ソフトバンク株式会社 

 
属性 

議決権の数（議決権所有割合） 

直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 親会社 
32,954個

（52.2％）

０個 

（0.00％） 

32,954個

（52.2％）

異動後 
親会社の

親会社 

０個

（0.00％）

13,890個 

（22.0％） 

13,890個

（22.0％）

（注）異動後の議決権個数については、平成24年９月30日現在の総株主の議決権の数（63,170

個）を基準に算出し、小数点第３位以下を四捨五入しております。なお、合算対象分について

は、ソフトバンク株式会社が間接所有するヤフー株式会社の議決権を含めた比率をもって計算

しております。 

 

（２）ヤフー株式会社 

 
属性 

議決権の数（議決権所有割合） 

直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 兄弟会社
０個

（0.00％）

０個 

（0.00％） 

０個

（0.00％）

異動後 親会社 
32,954個

（52.2％）

０個 

（0.00％） 

32,954個

（52.2％）

 

４．今後の状況 

当社は、ソフトバンクグループのインターネット・カルチャー事業の中核であるヤフー株式

会社の傘下となることにより、更なる当社グループのメディア価値向上、サービスの拡充、収

益拡大を目指して行く所存でございます。 

また、別途「臨時株主総会招集のための基準日設定のお知らせ」で公表の通り、平成24年12

月27日を基準日として平成25年２月上旬に臨時株主総会を開催し、新たな経営体制構築のため

の役員の選任を行う予定であります。 

なお、本異動による当社の業績等への影響はありません。 

 

５．開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無 

該当事項はありません。 

以上 


